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いる。 O.Granstrand は、 企業の技術の多角化は日米欧いずれの地域でも増加しつつあり、
高成長企業は技術の多角化の後に製品 and/or 市場の多角化のパターンに従うこと、 また、
Multi-Product/Multi-Tech Company の成立は欧米では一般的にラディカルな業界再編の
結果であるが、特に日本企業においては、組織的な進化の結果である面が強いことを指












R.Nelson と S.Winter は、企業の研究開発の多角化を“サーチ（search） ”活動という






  コア・コンピタンス経営の提唱者である G.Hamel らは、企業の競争力強化のために
はコア・コンピタンス構築と資源集中が重要であることを説く一方、コア・コンピタン
スを中心とした多角化が、長期間の成長のための必須条件であることを述べている















ている。また Malerba,F. and Orsenigo,L.（1999）や Cefis, E., Orsenigo, L.,（2001）
は、欧州特許庁のデータを用いて技術分野を 49 に分類し、特定分野へ特許を出願した企
業名の数をカウントすることによって、その分野への企業の参入／退出動向の分析を行
った。彼らは、初めての参入者と旧来の参入者を区別し、多くの occasional  innovators




ることを示した（Breschi, S. et. al. 2003） 。IPC 分類と産業分類の対応関係について
は、カナダ特許庁による Producer-User Industry 分類付与を利用する方法や、IPC の定
義からの経験的分類などが利用されている（Verspagen,  B.  1996、Grupp,  H.  1996 など） 。 
日本企業における研究開発活動の多角化を分析した例としては、Kodama が研究開発支
出における産業分類と技術分類の関係を分析している（Kodama, F. 1986） 。これは、総
務省統計局の「科学技術研究調査報告」から得られる「どのような業種の企業が、どの
ような分野に研究開発費を投入したか」という研究開発支出データを解析したものであ


















M.Tushman らは、支配的デザインの確立によって開始される「漸進的技術改良期」 （era  of 
incremental technological progress）と、急進的技術革新によって開始される「技術
的揺籃期」 （era of technological ferment）とが交互に訪れながら技術が発展すると主
張した（Tushman, M. and Anderson, P. ,1986） 。続いて Dosi は、 「ある技術パラダイム
内における『通常』の問題解決活動（すなわち漸進的進歩）パターン」を「技術軌道」





っていくメカニズムを明らかにした（Christensen C. 2000） 。また児玉は、産業創出・
技術サイクル論として、技術の蓄積性が技術進化の主役を演じる時期と、異業種間競争
によって技術の多様性が広がる時期が交互に繰り返されるモデルを提示している（佐
















として抽出した。これら４業種に含まれる企業数は、医薬品 38 社、自動車 45 社、鉄鋼
36 社、通信電子 103 社の合計 222 社である。 
1979～1981 年、1989～1991 年、1999～2001 年の３つの年代区分（以下それぞれ 1980




表１：  各業種・年代区分の特許出願数と登録数 
業種  年  出願数  登録数 
  1980 (1979～1981)  4,363  1,427 
医薬  1990 (1989～1991)  7,848  2,063 
  2000 (1999～2001)  5,055  2,844 
     
  1980 (1979～1981)  20,614  3,095 
自動車  1990 (1989～1991)  45,967  7,077 
  2000 (1999～2001)  37,041  22,307 
     
  1980 (1979～1981)  18,625  4,339 
鉄鋼  1990 (1989～1991)  31,286  4,543 
  2000 (1999～2001)  16,911  10,766 
     
  1980 (1979～1981)  184,792  27,974 
通信電子  1990 (1989～1991)  347,489  35,998 
  2000 (1999～2001)  211,284  109,586 
                                                  




特許広報に記される IPC（International Patent Classification）分類とは、国際間
における特許文献の円滑な利用を図ることを目的に作成された世界共通の特許分類であ
り、1975 年 10 月に発効した「国際特許分類に関するストラスブール協定」に加盟してい
る各国の特許文献に記載されているものである。 IPC は発明に関する全技術分野を段階的
に細分化しており、技術分野を A～H の 8 つの「セクション」に分け、各セクションをク
ラス、サブクラス、メイングループ、サブグループと階層的に細展開する体系を有して
いる[29]。我が国では、IPC は公開特許については 1971 年出願分から、また広告（登録）














っている。特許分類には IPC とファセット以外にもファイル・インデックス（FI）や F
タームがあるが、本研究では使用しない。 
IPC とファセットは、特許公報上では併記され、下記の例のように記載される（ファセ
ットは全ての IPC に付加されるとは限らない） 。 
 
IPC の記載例） ：   C  12  N    15  ／  09      ZNA 
 
 
          セクション    サブクラス        サブグループ    ファセット 





































  図 1 は、2000 年の出願特許および登録特許に付与された筆頭 IPC のサブクラスを集






































































































表２：  上位 20 位までの IPC サブクラスの出願時シェアと登録時シェアの相関係数 
 
  1980 年  1990 年  2000 年 
医薬  0.965  0.948  0.926 
自動車  0.650  0.880  0.848 
鉄鋼  0.881  0.642  0.863 














登録率が低いと言われる通信電子分野においても、出願時の IPC と登録時の IPC はほぼ
同じ構成を保っており、技術分野による大きな差は認められない。 
図 2 は、2000 年時点の登録数の多い IPC 上位 12 分野の、出願数と登録数をレーダーチ
ャートに示したものである。各分野の出願の分布と登録の分布はよく似た形状を示して







































ともに変化しているのかを個別に見てみたい。図 3-13-2 は、各業種で過去 20 年間の合
計出願数の多い上位 12 分野を抽出し、1980 年、1990 年、2000 年の出願数の変化を見た
ものである。 
各グラフの中で濃く着色した IPC サブクラス（例えば「医薬」の C07D、A61K、C12N、
C12P）は、先行研究における「産業分類－IPC 分類コンコーダンス（対応表） 」において、
それぞれの業種を代表する技術分類として位置づけられたサブクラスである （U.  Schmoch 

























































































































































































































業種ごとに大きく異なっている。図 4-1 および 4-2 は、各業種の上位集中度および裾野
の広がりをハーフィンダール指数（HHI）とエントロピーで表現したものである（HHI と
エントロピーの適用に関する議論については、Gemba, K., Kodama, F., 2001 を参照） 。  13
HHI entropy
出願HHI 登録HHI 出願entropy 登録entropy
1980 1,185 1,279 3.01 3.02
医薬 1990 717 1,056 3.53 3.02

































出願HHI 登録HHI 出願entropy 登録entropy
1980 218 214 4.54 4.51
自動車 1990 240 226 4.45 4.43
































図 4-1：  特許出願分野および登録分野の HHI とエントロピー（医薬、自動車）  14
HHI entropy
出願HHI 登録HHI 出願entropy 登録entropy
1980 416 354 3.96 3.99
鉄鋼 1990 320 527 4.21 3.75

































出願HHI 登録HHI 出願entropy 登録entropy
1980 255 214 4.50 4.60
通信電子 1990 448 222 4.06 4.57
































































































図６：  医薬品業界と武田薬品および通信電子業界とキヤノンのコア技術分野 
 
 





















































































































用又は化粧用製剤） や C12N （微生物または酵素） のシェアが増加していることがわかる。 


































































































































































　　 C12N  5/10             
　　 A61K 38/00　　ADU 
　　 C07H 21/04     


















　　 C12N  5/10             
　　 A61K 38/00　　ADU 
　　 C07H 21/04     


























（５）筆頭 IPC と IPC Co-occurrence の分析 
 
１件の特許出願には、 通常１つないし複数の IPC が付与される （ 「分類不能」 として IPC
が付与されないケースは極まれである） 。図８に示すように、公開特許公報に記載される
IPC のうち、先頭に記載される IPC は、その発明を代表する分類（特に「筆頭 IPC」ある



















図８：  公開特許公報の特許分類記載イメージ  19
つまり図８に示した発明は、 「C12N 15/09（組換え DNA 技術） 」を本体とする発明であ




属する IPC である場合、本研究では“異分野に属する IPC が共出現している”と言う意
味で“IPC の Co-occurrence”と呼ぶ。図８の場合、 「C12N  15/09」や「C12N  5/10」 、 「A61K 
38/00」は、産業レベルで見た場合にはいずれも医薬品産業に最も深く関係する IPC であ




と、 「C12N 15/09」や「C12N  5/10」は遺伝子工学関連の技術であり「A61K 38/00」は医
療製剤関連の技術である。また「C07H 21/04」は核酸関連の、 「C07K 14/54」はペプチド
関連の技術である。よって、このケースはこれら細分化された技術分野の IPC の
Co-occurrence と見なすこともできるだろう。 





対象とする特許は、 1993 年 1 月から 2002 年 12 月までに公開されたキヤノンの特許 （公
開、公表、再公表を含む）である。 
この期間中のキヤノンの全出願件数（筆頭 IPC 記号が付与された数）は、90,842 件、
またキヤノンの出願特許全てに付与された IPC の総数は、160,323 個であった。キヤノン
の出願特許に付与された全 IPC をサブクラスレベルでカウントし、 上位 50 種を抽出した。
これら上位 50 種の IPC が筆頭 IPC として付与されている数は 86,595 個（全体に占める
比率 95.3%） 、また、これら 50 種が順序に関係なく出現する数は、148,094 個（全体に占
める比率 92.4%）である。 
図９に、上位 50 種のさらに半分 25 種の出現数（筆頭 IPC 数および全 IPC 数）を示す。 
これら、 上位 50 種類の IPC の Co-occurrence に関するマトリックス ・ データを作成し、
マトリックスの縦をケース、 横を変数とみなして、 統計処理パッケージソフトウェア SPSS
を用いてクラスター分析を行った。クラスター分析のために、ケースごとに 0 から 1 の
範囲で値を標準化し、 ケースクラスターを形成させた。 クラスター化の方法は Ward 法で、
距離の測定方法は、平方ユークリッド距離を用いた。 
図 10 に、クラスター化の結果のデンドログラムを示す。  20
生成されたクラスターの構成要素を観察すると、第一のクラスターは主なものとして 
•  G06T： イメージデータ処理または発生一般（5,308 個） 
•  H04N： 画像通信，例．テレビジョン（22,538 個） 
•  B41J： タイプライタ；選択的プリンティング機構（18,706 個） 






•  G03G： エレクトログラフィー；電子写真；マグネトグラフィー（21,702 個）  
























図９：  キヤノンの出願 IPC サブクラス上位 25 種 





























































図 10  キヤノンの出願 IPC クラスタリング結果 
 
5308 ・G06T イメージデータ処理または発生一般（特定の9          
725 ・H03M 符号化；復合化または符号変換一般（流体的 28             
22538 ・H04N 画像通信，例．テレビジョン（測定，試験Ｇ０１ 1                    
2225 ・G09G 静的手段を用いて可変情報を表示する表示 12                
18706 ・B41J タイプライタ；選択的プリンティング機構，すな 3                 
13500 ・G06F 　電気的デジタルデータ処理（計算の一部が 4                                   
1146 ・G06K データの認識；データの表示；記録担体；記録 20                                                
376 ・G10L 　音声の分析または合成；音声認識（コンピュ 38                                                                        
1044 ・H04B 　伝送（測定値，制御記号または類似記号の 22                                                                                                   
368 ・H04J 多重通信（伝送一般Ｈ０４Ｂ；デジタル情報の 43                                                                                        
2103 ・H04M 電話通信（計数機構Ｇ０６Ｍ；電話ケーブルを 13                                                                                                        
960 ・H04Q 選択（スイッチ，リレー，セレクタＨ０１Ｈ；電子 24                                                                                                    
2102 ・H04L デジタル情報の伝送，例．電信通信（暗号化 14                                                                                                     
462 ・H02M 　交流－交流，交流－直流または直流－直流 36                                                                                                        
274 ・G05F 　電気的変量または磁気的変量の調整システ 50                                                                                        
490 ・H02J 　電力給電または電力配電のための回路装置 35                                                                                                      
1225 ・H05B 電気加熱；他に分類されない電気照明（特殊 19                                                                                                        
594 ・G05D 非電気的変量の制御または調整系（金属の3 3                                                                                        
21702 ・G03G エレクトログラフィー；電子写真；マグネトグラ 2                                                                                                         
671 ・F16C 軸；たわみ軸；クランク軸機構の要素；伝動装 31                                                                                                
324 ・C08L 　高分子化合物の組成物（殺虫・殺菌剤，除草 46                                                                                              
6373 ・B65H 薄板状または線条材料，例．シート，ウェブ，7                                                                                                      
581 ・H02N 他類に属しない電機 （注）／（索引） 3 4                                                                                                
369 ・H02P 電動機，発電機，回転変換機の制御または調 41                                                                                                   
1058 ・G01B 　長さ，厚さ，または同種の直線寸法の測定 21                                                                                                  
786 ・G01N 材料の化学的または物理的性質の決定によ 27                                                                             
288 ・G01D 特に特定の変量に適用されない測定；単一の 49                                                                      
6290 ・H01L 　半導体装置，他に分類されない電気的固体 8                                                                             
2074 ・G03F フォトメカニカル法による凹凸化又はパターン 15                                                           
371 ・B23Q 工作機械の細部；構成部分，または付属装置 39                                                                      
935 ・C23C 　金属質への被覆；金属材料による材料への 25                                                                        
291 ・G01R 電気的変量の測定；磁気的変量の測定（電気 48                                                                  
304 ・G05B 制御系または調整系一般；このような系の機 47                                                             
710 ・H01S 誘導放出を用いた装置 （注）／（索引）  29                                                           
7489 ・G02B 　光学要素，光学系，または光学装置（Ｇ０２ 5                                                                     
7435 ・G03B 写真を撮影するためのまたは写真を投影もし 6                                                                
370 ・G01C 距離，水準，または方位の測定；ジャイロ計器 40                                                  
1284 ・A61B 診断；手術；個人識別（生物学的材料の分析 18                                                                
2931 ・G02F 光の強度，色，位相，偏光または方向の制御 11                                                            
967 ・G09F 表示；広告；サイン；ラベルまたはネームプレ2 3                                        
401 ・C09K 種々に応用される物質であって，他に分類さ 37                                                  
1310 ・B41M 印刷，複製，マーキングまたは複写方法；カラ 17                                   
635 ・C09D 　コーティング組成物，例．ペンキ，ワニス，ラ 32                                     
702 ・B29C プラスチックの成形または接合；可塑状態の3 0                        
362 ・B29L サブクラスＢ２９Ｃに関連する特定物品につい 45                             
3418 ・G11B 　記録担体と変換器との間の相対運動に基づ 10                        
1899 ・H01J 電子管または放電ランプ（スパークギャップＨ 16                      
885 ・H05K 印刷回路；電気装置の箱体または構造的細部 26                    
369 ・H02K 発電機，電動機（測定計器Ｇ０１；動電型継電 42                






•  H01L：  半導体装置，他に分類されない電気的固体装置（6,290 個） 





•  G02B：  光学要素，光学系，または光学装置（7,489 個） 




  表３に、各技術ドメインを構成する IPC サブクラスをまとめた。 
 
 
表３：  キヤノンの各技術ドメインを構成する IPC サブクラス 
 
プリンタ  複写機  半導体製造  カメラ 
G06T  H02M  G01B  G02B 
H03M  G05F  G01N  G03B 
H04N  H02J  G01D  G01C 
G09G  H05B  H01L  A61B 
B41J  G05D  G03F  G02F 
G06F  G03G  B23Q  G09F 
G06K  F16C  C23C  C09K 
G10L  C08L  G01R  B41M 
H04B  B65H  G05B  C09D 
H04J  H02N  H01S  B29C 
H04M  H02P    B29L 
H04Q        G11B 
H04L        H01J 
        H 0 5 K  
        H 0 2 K  






写機、半導体製造の各ドメインはいずれも 10 年間に 1.5 倍程度に増加しているが、カメ
ラのドメインはほとんど変化がないことが判った。 
 








さらに、これら Co-occurrence の年次変化を見たものが、図 12 である。プリンタと複





















































図 13 には、各技術ドメイン内での Co-occurrence の件数を示した。各技術ドメインと
も IPC 出現数の増加率よりも、 Co-occurrence の伸び率の方が明らかに上回っていること
がわかる。 
 




プリンタ 複写機 半導体製造 カメラ 計
プリンタ 10,928 2,023 11,355 24,306
複写機 10,928 1,486 2,068 14,482
半導体製造 2,023 1,486 3,256 6,765
カメラ 11,355 2,068 3,256 16,679
プリンタ 複写機 半導体製造 カメラ
プリンタ 45.0% 8.3% 46.7% 100.0%
複写機 75.5% 10.3% 14.3% 100.0%
半導体製造 29.9% 22.0% 48.1% 100.0%


































































３．Persistent Innovator の技術軌道の分析 
 
 (1)  キヤノンの事業多角化と技術軌道 
 
キヤノンは 1937 年の創業以来、事業の多角化とグローバル化を積極的に推進し、2003
年度決算のグループ全体での売上げは 3 兆 1,980 億円に達している。このうち日本国内




















短期的に見ると 1960 年代後半と 1980 年代前半に多様性の急激な増加が見られ、1970 年






                                                  
4  キヤノンストーリー  2001、キヤノンの歩み、キヤノンファクトブックなどを参照した。これらはキヤ
ノンのホームページ  http://www.canon.co.jp/about/  で公開されている。 









































































































































                                                  











































































この Co-occurrence 特許の中でも、筆頭 IPC がカメラであるものと、筆頭 IPC が半導体
であるものが存在する （Co-occurrence 特許にはその他の技術が筆頭 IPC であるものも存
















































































まず、 1960 年代後半から 1970 年代前半にかけてのカメラから半導体製造装置への技術


















































の流れを示す小ピーク（Co-occurrence のうち筆頭 IPC がカメラで、その他 IPC に半導体
製造装置を含むもの）は、この時期に開発されたアライナーに関連するものである。ア
ライナー時代における（カメラ） → （半導体製造装置：アライナー）という技術の展
開の後、再び 1982 年～1984 年には（カメラ）→（半導体製造装置：ステッパー）という
































等の研究開発・製造・販売を行ってきた、 2003 年度決算の連結売上げ高は 10,864 億円 （単
独で 7,641 億円）に達している。このうち海外での売上げ高は 4,619 億円であり、連結
決算で見た売上高中の海外比率は 42.5%である。なお、米アボット社との合弁会社である
米 TAP 社（50%出資であるため連結決算対象からは除外されている）は、2003 年度に米国
内で約 4,000 億円相当を売り上げており、扱っている商品のほとんどは武田薬品の製品
であることから、武田薬品の世界市場における実質的な売上高（関連会社を含む）は 1






















                                                  
7  「武田薬品工業株式会社の歴史」などを参照  http://www.takeda.co.jp/pr/history/index.html 
8武田薬品工業前会長の森田氏のインタビュー、Pharmaceutical Executive、1991, Jan.  33
医薬品が 76%、食品・ビタミンが 7%、化学品が 12%、その他 5%となっている。しかし、
実は各事業の営業利益に占めるウェイトでは、医薬品が 102%となり、非医薬品事業はほ
とんど利益に貢献していない。このため武田薬品は、医薬品への経営資源集中の道を選






図 19 に、1965 年～2000 年までの、武田薬品の事業別売上げと売上げ構成の推移を示





































図 19：  武田薬品の売上げ（上）と売上げ構成の推移（下） 








































































































































































































































食品・ビタミン A23L1 A61K＋ ADE ADF ADG ADH ADJ ADK ADL
農薬・殺虫剤 A01N
医薬品 A61K
脳・中枢神経 A61K＋ AAB AAC AAD AAE AAF AAG AAH AAJ AAK AAL AAM AAN
免疫・炎症 A61K＋ ABA ABB ABC ABD ABE ABF ABG ABH
循環器系 A61K＋ ABN ABP ABQ ABR ABS ABT ABU ABV ABW ABX
消化器系 A61K＋ ACJ ACK ACL ACM ACN ACP ACQ ACR ACS ACT ACU
抗腫瘍剤 A61K＋ ADU ADV
抗生物質 A61K＋ ADW ADX ADY ADZ AEA AEB AEC
ホルモン A61K＋ AED AEE AEF AEG AEH AEJ AEK AEL AEM AEN AEP AEQ
遺伝子・蛋白工学 C07K C12N C12Q A61K37 A61K38 A61K48
微生物・発酵 C12P C12R
有機化学 C07B C07C C07D C07F C07G C07H C07J C07M
 






















































































武田薬品における基盤技術軌道である「有機化学」 、 「微生物・発酵」 、 「遺伝子・蛋白
質工学」と、それらの間の関係について、IPC の Co-occurrence による解析を行った結果
が図 23 である。図 23 の最左列は、 「微生物・発酵」関連の特許出願件数である。1970 年




左が「微生物・発酵」を筆頭 IPC とするもの、また中央右が「有機化学」を筆頭 IPC と
するものである。 
1970 年代前半の Co-occurrence はそのほとんどが「微生物・発酵」を筆頭 IPC として
おり、微生物の作り出す有機化合物を分析した結果が特許として出願されていたものと
考えられる。これに対して 1980 年代には有機化学を筆頭 IPC とする Co-occurrence が急
増しており、化学合成した新規物質の微生物に対する効果を請求範囲とするものが物質
特許として出願されているものと考えられる。 「微生物・発酵」→「有機化学」という
                                                  
9  これらの大型新薬の合計売上額は 2000 年度に 6100 億円に達しており、連結ベースで武田薬品の医薬品
売上げの 84%を占めると推定されている[37]。 








においては 1980 年頃を境として、遺伝子工学関連の特許（IPC 記号 C12N15）が急増し始




図2 4は 、 「遺伝子・蛋白質工学」と「有機化学」関連の特許出願件数である。 「遺伝子・




図 24 の中央列は「遺伝子・蛋白質工学」と「有機化学」の Co-occurrence 件数を示し
ている。中央左が「遺伝子・蛋白質工学」を筆頭 IPC とするもの、また中央右が「有機
化学」を筆頭 IPC とするものである。図 24 の「遺伝子・蛋白質工学」を筆頭 IPC とする
Co-occurrence は図 23 の「微生物・発酵」を筆頭 IPC とする Co-occurrence とは逆に、
1980 年代から増え始め 1990 年代にピークを有している。 「遺伝子・蛋白質工学」と「有




























































































































であった）が記載されている発明者を「筑波以外」として、筆頭 IPC に C12N（ニューバ
イオの典型）が付与された特許出願と C07D（有機化学の典型）が付与された特許出願に




                                                  































































































ものである。また、1990 年から 2000 年に至る期間の変化として、特に出願から登録に
至る間での技術分野の「選択と集中」が進んだという証拠は、データからは見出すこと
はできなかった。一般的に防衛特許の出願が多く、それらの登録率が低いと言われる通






















多数の特許が出願される技術分野間の IPC の Co-occurrence に関するマトリックス・デ
ータを作成し、クラスター分析を行った。その結果、複数の事業ドメインに対応するよ
うな技術ドメインを判別することができた。また、特定の技術ドメイン間に特に深い関
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